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３　本市における課題
(1) 厳しい財政状況
  本市の現在の財政状況は，前述のとおり依然として厳しい状況に
あります。
  その主な要因については，収入については自主財源の収入全体
に占める割合が低く，地方交付税に依存した財政構造であること，
支出については扶助費を含め，公債費や人件費を義務的経費の
支出全体に占める割合が増加していることで，財政構造の弾力性
が損なわれていることが挙げられます。

３　本市における課題
(1) 厳しい財政状況
　本市の現在の財政状況は，前述のとおり依然として厳しい状況に
あります。
　その主な要因については，収入については自主財源の収入全体
に占める割合が低く，地方交付税に依存した財政構造であること，
支出については扶助費を含め，公債費や人件費といった義務的経
費の支出全体に占める割合が増加していることで，財政構造の弾
力性が損なわれていることが挙げられます。

　誤字のため修正し
た。
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４  更なる行財政改革の必要性
　本市が将来にわたって持続可能なまちづくりを進めていくために
は，厳しい財政状況をはじめ，本市が抱える課題について，迅速か
つ的確に対応していかなければなりませんが，平成２７年度には制
度改正等により地方交付税が大幅に減少しており，その影響が今
後も続くと考えられることから，今回推計した平成３１年度までの財
政収支見通しでは，累計７３億７千万円の収支不足額が見込まれて
おります。
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度改正等により地方交付税が大幅に減少しており，その影響が今
後も続くと考えられることから，今回推計した平成３１年度までの財
政収支見通しでは，累計７３億４千万円の収支不足額が見込まれて
おります。

　キャノピー予算の減
額補正を受け，収支
見通しを修正した。
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■　平成２８年度から平成３１年度までの財政収支見通し ■　平成２８年度から平成３１年度までの財政収支見通し

　キャノピー予算の減
額補正を受け，収支
見通しを修正した。

旭川市行財政改革推進プログラム２０１６（平成２８年度～平成３１年度）の修正内容一覧
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◎財政収支見通しの主な考え方
　平成２８年度予算額を基準に次の要素を見込んで推計していま
す。また，収入・支出ともに消費税率の引上げを見込んでいます。
（平成２９年４月以後１０％）

◎財政収支見通しの主な考え方
　平成２８年度予算額（平成２８年第１回臨時会における補正予算
の一部を含む）を基準に次の要素を見込んで推計しています。ま
た，収入・支出ともに消費税率の引上げを見込んでいます。（平成２
９年４月以後１０％）

　キャノピー予算の減
額補正を受け，基準
となる予算額の定義
を平成２８年第１回臨
時会までに修正し
た。
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５　収支不足解消の取組
(1) 収支不足解消の取組と財源確保額
　これまでも財政健全化に取り組んできましたが，平成２８年度当初
予算をベースに，平成２８年度から平成３１年度までの財政収支見
通しを推計した結果，１０ページで示していますが，累計で７３億７
千万円の収支不足が見込まれる状況です。

５　収支不足解消の取組
(1) 収支不足解消の取組と財源確保額
　これまでも財政健全化に取り組んできましたが，平成２８年度
予算をベースに，平成２８年度から平成３１年度までの財政収支見
通しを推計した結果，１０ページで示していますが，累計で７３億４
千万円の収支不足が見込まれる状況です。

　キャノピー予算の減
額補正を受け，基準
となる予算の定義と
収支不足額を修正し
た。
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　キャノピー予算の減
額補正を受け，財源
確保目標額を修正し
た。
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　■平成３１年度予算編成までの財源確保目標額 ■平成３１年度予算編成までの財源確保目標額

　キャノピー予算の減
額補正を受け，財源
確保目標額を修正し
た。

財源確保目標額 平成３１年度予算編成までに 累計７３億７千万円 財源確保目標額 平成３１年度予算編成までに 累計７３億４千万円
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６　行政評価機能の充実
　NO.４４　　政策評価及び行政評価制度の見直し

６　行政評価機能の充実
　NO.４４　施策評価及び行政評価制度の見直し 　項目名称の誤字の

ため修正した。
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４　職員体制，給与等の見直し
　（財源確保の目標達成に向けた考え方）
　人件費は，これまでの行財政改革等の取組により，この１０年間
（平成１８年度～平成２７年度）で総職員数は１７８人削減し，また，
給料の減額措置を平成１８年度から平成２６年度まで行ったほか，
平成２３年度からは新たに昇給の抑制措置も講じるなどの人件費削
減に取り組んできました。

４　職員体制，給与等の見直し
　（財源確保の目標達成に向けた考え方）
　人件費は，これまでの行財政改革等の取組により，この１０年間
（平成１８年度～平成２７年度）で総職員数は１７８人削減し，また，
給料の減額措置を平成１８年度から平成２５年度まで行ったほか，
平成２３年度からは新たに昇給の抑制措置も講じるなどの人件費削
減に取り組んできました。

　年度記載誤りのた
め修正した。
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６　公共事業費等の抑制
　（財源確保目標額）
　　１，６６０千円

６　公共事業費等の抑制
　（財源確保目標額）
　　１，６５０千円

　キャノピー予算の減
額補正を受け，公共
事業費等の抑制の財
源確保目標額を修正
した。

77

６　公共事業費等の抑制
　NO.９２　公共事業費（一般財源ベース）等の抑制
　（財源確保目標額）
　　１，６６０（千円）

６　公共事業費等の抑制
　NO.９２　公共事業費（一般財源ベース）等の抑制
　（財源確保目標額）
　　１，６５０（千円）

　キャノピー予算の減
額補正を受け，公共
事業費等の抑制の財
源確保目標額を修正
した。

100
　仮置きした職員数
を確定値で整理し
た。

100

　キャノピー予算の減
額補正を受け，建設
事業等債の目標額を
修正した。

H28年度職員数は未確定

のため仮置きの数字です。
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　改革プログラム２０１６では，第８次総合計画の着実な推進と財政
面の補完を図るため，行財政改革の取組項目をまとめました。
　本市の財政構造は脆弱であるということを強く認識した上で行財
政改革に取り組んでいかなければなりませんが，福祉や教育などの
市民に身近で，不可欠なサービスの水準を切り下げることにより，こ
の要因を解消することはできるだけ避けなければなりません。
今回推計した平成３１年度までの収支見通しでは，平成３１年度ま
でに７３億７千万円の収支不足額が見込まれておりますが，まず
は，事務の効率化やそれに伴う人件費の抑制など，内部管理経費
の削減をこれまで以上に着実に実施していくことが第一です。しか
し，それだけでこれだけ多額の財源不足を解消することは困難であ
り，財政調整基金の相当額の取崩しを行わなければ財源不足を補
えない状況ですが，平成２６年度末時点での残高は６４．１億円と決
して多くはありません。
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　キャノピー予算の減
額補正を受け，収支
見通しを修正した。
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